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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期

第２四半期連結
累計期間

第38期
第２四半期連結
累計期間

第37期
第２四半期連結
会計期間

第38期
第２四半期連結
会計期間

第37期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 21,736 17,883 10,574 9,301 41,758

経常利益（百万円） 506 738 348 443 1,500

四半期（当期）純利益（百万円） 326 401 160 251 481

純資産額（百万円） － － 21,094 21,247 20,896

総資産額（百万円） － － 28,291 29,131 28,455

１株当たり純資産額（円） － － 1,159.891,234.651,214.76

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
17.98 23.40 8.85 14.66 26.86

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
17.93 23.27 8.82 14.57 26.76

自己資本比率（％） － － 74.4 72.7 73.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,556 1,003 － － 2,679

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
25 △655 － － △1,809

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△28 △110 － － △342

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 6,047 5,259 5,021

従業員数（人） － － 588 553 545

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 553 (111)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 26 （－）

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

(1）仕入実績

品目

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
　　至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
　　至　平成21年９月30日）

 対前年同四半期

 比較増減

台数
（台）

金額
（百万円）

構成比
（％）

台数
（台）

金額
（百万円）

構成比
（％）

台数
（台）

金額
（百万円）

四輪車                                 

国産新車 495 749 9.3 451 734 9.8 △44 △14

輸入新車 601 2,903 36.2 466 2,369 31.8 △135 △534

新車計 1,096 3,653 45.5 917 3,104 41.6 △179 △548

国産中古車 3,593 1,986 24.8 3,417 2,041 27.4 △176 54

輸入中古車 952 1,697 21.2 890 1,622 21.7 △62 △74

中古車計 4,545 3,683 46.0 4,307 3,663 49.1 △238 △19

四輪車計 5,641 7,336 91.5 5,224 6,768 90.7 △417 △568

二輪車                                 

新車 57 28 0.4 50 68 0.9 △7 40

中古車 55 18 0.2 69 56 0.8 14 37

二輪車計 112 47 0.6 119 124 1.7 7 77

商品仕入高合計 － 7,384 92.1  － 6,893 92.4  － △490

材料仕入高  － 629 7.9  － 570 7.6  － △58

合計  － 8,013100.0  － 7,464100.0  － △549

　（注）１．材料については、その品目が多岐にわたるため金額のみの記載としております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2）販売実績

品目

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
　　至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
　　至　平成21年９月30日）

 対前年同四半期

比較増減

台数
（台）

金額
（百万円）

構成比
（％）

台数
（台）

金額
（百万円）

構成比
（％）

台数
（台）

金額
（百万円）

四輪車                                 

国産新車 498 854 8.1 437 800 8.6 △61 △54

輸入新車 477 2,678 25.3 365 2,080 22.4 △112 △597

新車計 975 3,532 33.4 802 2,880 31.0 △173 △652

国産中古車 3,783 2,920 27.6 3,390 2,604 28.0 △393 △316

輸入中古車 992 2,120 20.1 876 1,896 20.4 △116 △223

中古車計 4,775 5,040 47.7 4,266 4,500 48.4 △509 △540

四輪車計 5,750 8,573 81.1 5,068 7,380 79.4 △682 △1,192

二輪車                                 

新車 55 75 0.7 40 73 0.8 △15 △1

中古車 79 36 0.3 57 50 0.5 △22 14

二輪車計 134 111 1.0 97 124 1.3 △37 12

商品売上高合計  － 8,685 82.1  － 7,505 80.7  － △1,180

修理売上高  － 1,216 11.5  － 1,158 12.5  － △57

手数料収入  － 672 6.4  － 637 6.8  － △35

合計  － 10,574100.0  － 9,301100.0  － △1,273

　（注）１．修理売上高、手数料収入については、販売品目が多岐にわたるため金額のみの記載としております。

２．主な相手先の販売実績及び総販売実績に対する割合は、前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会

計期間に、相手先別販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10以上を占める取引先がないため、記載し

ておりません。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 　

 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

    当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年度後半以降悪化した景気も在庫調整の一巡や政府の経済

支援策に伴い生産活動や輸出が持ち直しの動きを見せる等、底打ちする状況となりましたが、雇用情勢の悪化や個

人消費の低迷等、景気は先行き楽観できる状況にはありません。

　自動車販売業界におきましては、政府の補助金等の支援策もあり、第２四半期後半には、新車の販売が前年なみの

水準に回復し、新車の総販売台数は、1,217千台（前年同期比1.9％減少）となりました。一方、輸入車や中古車の

マーケットは、厳しい状況が続いており、外国メーカー車の総販売台数は、41千台（前年同期比10.8％減少）、中古

車登録台数は916千台（同9.2％減少）と前年同期を大きく下回る結果となりました。

　このような状況下、当社グループの経営成績は、以下のとおりとなりました。

売上高は、前年同期に比べ1,273百万円減少の9,301百万円（前年同期比12.0％減少）となりました。利益につき

ましては、販売数量減少による落込みを仕入調達の強化により利益率の改善をはかったことや販売費、人件費等の

経費削減を進めたことが奏功し、営業利益は前年同期に比べ96百万円増加の416百万円（同30.0％増加）、経常利益

は前年同期に比べ95百万円増加の443百万円（同27.4％増加）となりました。四半期純利益は前年同期に比べ91百

万円増加の251百万円（同56.7％増加）となりました。

(2）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前四半期連結会計期間末に比べ125百万円増加して29,131百万円

となりました。これは、主に現金及び預金が368百万円減少しましたが、商品及び製品が510百万円増加したことによ

るものです。

　負債は前四半期連結会計期間末に比べ87百万円減少して7,884百万円となりました。これは、主に支払手形及び買

掛金が134百万円増加しましたが、未払金及び未払費用が204百万円減少したことによるものです。

　純資産は前四半期連結会計期間末に比べ212百万円増加して21,247百万円となりました。

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前四半期連結会計期間末に比べ

368百万円減少して5,259百万円となりました。当第２四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況と主

な要因は次のとおりです。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果獲得した資金は、184百万円（前年同四半期比741百万円減少）となりました。

　これは、主に、たな卸資産の増加額543百万円（前年同四半期は427百万円の減少）の減少要因がありましたが、

税金等調整前四半期純利益433百万円（前年同四半期比142百万円増加）、減価償却費187百万円（前年同四半期

比26百万円増加）、仕入債務の増加額134百万円（前年同四半期は81百万円の減少）があったことによるもので

あります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果支出した資金は、531百万円（前年同四半期は169百万円の獲得）となりました。

　これは、主に有形固定資産の取得による支出569百万円（前年同四半期比526百万円増加）があったことによる

ものであります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動の結果支出した資金は、22百万円（前年同四半期比２百万円減少）となりました。

　これは、主に長期借入金の返済による支出12百万円（前年同四半期比０百万円増加）があったことによるもの

であります。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

  当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、当社の関係会社である株式会社シュテルン世田谷は、将来の店舗用地として

土地を401百万円にて取得しました。

　なお、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成21年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,063,012 23,063,012
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株　

計 23,063,012 23,063,012 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

① 平成18年７月21日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個）                  1,740

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）   － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）                174,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  （注）          1,075

新株予約権の行使期間
自　平成20年８月１日

至　平成25年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　     1,075

資本組入額　　  　 538

新株予約権の行使の条件

①権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、

監査役、執行役員、従業員の地位にあることを要する。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人が行使できる

ものとする。

③行使請求日の前日終値（取引が成立しない場合は、そ

れに先立つ直近の取引日の終値）が行使価額に1.05を

乗じた金額に満たない場合は、行使できない。

④その他の条件については、本取締役会決議に基づき、別

途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権

割当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社の承認を要するもの

とする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   － 

　（注）　払込金額は、権利付与日後に当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合には、次の算式により調整さ

れます。

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × １株当たり時価

 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　また、払込金額は、株式の分割又は併合の場合にも適宜調整されます。調整の結果生じる１円未満の端数は切

り上げます。
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② 平成19年９月20日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個）                     361

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）                  36,100

新株予約権の行使時の払込金額（円）                       1

新株予約権の行使期間
自　平成19年10月２日

至　平成49年10月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　     　　1

資本組入額　　　　   　1

新株予約権の行使の条件

①当社の取締役又は執行役員の地位を喪失した日、もし

くは、当社子会社の取締役又は執行役員の地位を喪失

した日（子会社の取締役又は執行役員を兼務している

場合は、そのいずれの地位も喪失した日。執行役員につ

いては、その地位を喪失した日又は従業員退職のいず

れか遅い日とする。）のそれぞれの翌日から10日間内

に一括して行使する方法によってのみ行使できるもの

とする。

②新株予約権者が死亡により退任した場合は、その相続

人は相続開始から３ヶ月間に限り行使できるものとす

る。ただし、取締役会が相続人の行使可能期間を延長し

た場合、延長後の行使可能期間の満了するまで行使で

きるものとする。

③その他の条件については、取締役会決議に基づき、別途

当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要

するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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③ 平成20年８月８日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個）                     440

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）                  44,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）                       1

新株予約権の行使期間
自　平成20年９月２日

至　平成50年９月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　     　　1

資本組入額　　　　   　1

新株予約権の行使の条件

①当社の取締役又は執行役員の地位を喪失した日又は当

社子会社の取締役又は執行役員の地位を喪失した日

（子会社の取締役又は執行役員を兼務している場合

は、そのいずれの地位も喪失した日。執行役員について

は、その地位を喪失した日又は従業員退職のいずれか

遅い日とする。）のそれぞれの翌日から10日間内に一

括して行使する方法によってのみ、新株予約権を行使

できるものとする。

②新株予約権者が死亡により退任した場合は、その相続

人は相続開始から３か月間に限り新株予約権を行使で

きるものとする。ただし、取締役会が相続人の行使可能

期間を延長した場合、延長後の行使可能期間の満了す

るまで、当該相続人は新株予約権を行使できるものと

する。

③その他の条件については、取締役会決議に基づき、別途

当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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④ 平成21年６月24日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個）                     430

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）                  43,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）                       1

新株予約権の行使期間
自　平成21年８月１日

至　平成51年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　     　　1

資本組入額　　　　   　1

新株予約権の行使の条件

①当社の取締役又は執行役員の地位を喪失した日又は当

社子会社の取締役又は執行役員の地位を喪失した日

（子会社の取締役又は執行役員を兼務している場合

は、そのいずれの地位も喪失した日。執行役員について

は、その地位を喪失した日又は従業員退職のいずれか

遅い日とする。）のそれぞれの翌日から原則として10

日間内に一括して行使する方法によってのみ、新株予

約権を行使できるものとする。

②新株予約権者が死亡により退任した場合は、その相続

人は相続開始から３か月間に限り新株予約権を行使で

きるものとする。ただし、取締役会が相続人の行使可能

期間を延長した場合、延長後の行使可能期間の満了す

るまで、当該相続人は新株予約権を行使できるものと

する。

③その他の条件については、取締役会決議に基づき、別途

当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年７月１日～　

平成21年９月30日
－ 23,063,012－ 6,321 － 6,439

（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈲ヤマサン 東京都町田市鶴間1201番地 5,942 25.77

㈱損害保険ジャパン　 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号　 1,494 6.48

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 1,216 5.27

日本興亜損害保険㈱　 東京都千代田区霞が関３丁目７番３号 672 2.92

井上　順子　 東京都町田市 642 2.79

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口）　
東京都中央区晴海１丁目８番11号 557 2.42

㈱ジャックス　 北海道函館市若松町２番５号 400 1.73

㈱セディナ　 愛知県名古屋市中区丸の内３丁目23番20号 400 1.73

ステートストリートバンクアンド

トラストカンパニー　
東京都中央区日本橋３丁目11番１号 288 1.25

㈱南日本銀行　 鹿児島県鹿児島市山下町１番１号 246 1.07

計 － 11,860 51.43

　（注）当社は、自己株式5,908,420株25.62%を保有しております。

　

EDINET提出書類

株式会社ケーユーホールディングス(E02714)

四半期報告書

13/30



（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  5,908,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,147,400 171,474 －

単元未満株式 普通株式      7,212 － －

発行済株式総数 23,063,012 － －

総株主の議決権 － 171,474 －

　(注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株含まれております。また、「議

         決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱ケーユーホールディングス
東京都町田市

鶴間1670番地
5,908,400 － 5,908,400 25.62

計 － 5,908,400 － 5,908,400 25.62

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５　月 ６　月 ７　月 ８　月 ９　月

最高（円） 264 329 384 380 385 375

最低（円） 210 242 295 320 337 336

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法

人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,258 5,121

受取手形及び売掛金 585 780

有価証券 210 110

商品及び製品 4,433 3,861

仕掛品 53 38

原材料及び貯蔵品 174 155

前払費用 171 148

繰延税金資産 160 193

その他 616 869

貸倒引当金 △1 △6

流動資産合計 11,662 11,272

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※
 4,616

※
 4,315

機械装置及び運搬具（純額） ※
 597

※
 596

工具、器具及び備品（純額） ※
 93

※
 89

土地 9,505 9,103

建設仮勘定 132 421

有形固定資産合計 14,946 14,527

無形固定資産 75 84

投資その他の資産

投資有価証券 762 719

繰延税金資産 666 726

その他 1,025 1,126

貸倒引当金 △6 △1

投資その他の資産合計 2,448 2,571

固定資産合計 17,469 17,183

資産合計 29,131 28,455
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,492 970

1年内返済予定の長期借入金 47 47

未払金及び未払費用 984 1,035

未払法人税等 267 261

賞与引当金 179 200

圧縮未決算特別勘定 3,813 3,789

その他 527 659

流動負債合計 7,312 6,965

固定負債

長期借入金 140 164

繰延税金負債 4 1

その他 426 427

固定負債合計 571 593

負債合計 7,884 7,558

純資産の部

株主資本

資本金 6,321 6,321

資本剰余金 6,439 6,439

利益剰余金 13,227 12,912

自己株式 △4,855 △4,855

株主資本合計 21,133 20,817

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 46 21

評価・換算差額等合計 46 21

新株予約権 67 58

純資産合計 21,247 20,896

負債純資産合計 29,131 28,455
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 21,736 17,883

売上原価 17,763 14,098

売上総利益 3,973 3,784

販売費及び一般管理費 ※
 3,534

※
 3,117

営業利益 438 666

営業外収益

受取利息 11 8

受取配当金 7 8

受取地代家賃 36 35

その他 37 58

営業外収益合計 93 110

営業外費用

支払利息 3 2

賃貸費用 16 15

その他 5 20

営業外費用合計 25 38

経常利益 506 738

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 0

投資有価証券売却益 5 －

固定資産売却益 1 －

事業譲渡益 100 －

新株予約権戻入益 － 0

特別利益合計 106 1

特別損失

投資有価証券評価損 28 －

固定資産除却損 12 23

減損損失 120 －

特別損失合計 161 23

税金等調整前四半期純利益 450 716

法人税、住民税及び事業税 193 236

法人税等調整額 △68 79

法人税等合計 124 315

四半期純利益 326 401
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 10,574 9,301

売上原価 8,559 7,363

売上総利益 2,015 1,937

販売費及び一般管理費 ※
 1,694

※
 1,520

営業利益 320 416

営業外収益

受取利息 7 3

受取配当金 0 0

受取地代家賃 18 17

その他 16 22

営業外収益合計 42 43

営業外費用

支払利息 1 1

賃貸費用 8 7

支払手数料 － 4

その他 4 3

営業外費用合計 14 16

経常利益 348 443

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 0

投資有価証券売却益 5 －

事業譲渡益 100 －

新株予約権戻入益 － 0

特別利益合計 105 0

特別損失

投資有価証券評価損 28 －

固定資産除却損 12 10

減損損失 120

特別損失合計 161 10

税金等調整前四半期純利益 291 433

法人税、住民税及び事業税 209 142

法人税等調整額 △78 40

法人税等合計 131 182

四半期純利益 160 251
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 450 716

減価償却費 304 362

減損損失 120 －

事業譲渡損益（△は益） △100 －

受取利息及び受取配当金 △19 △17

支払利息 3 2

投資有価証券売却損益（△は益） △5 －

投資有価証券評価損益（△は益） 28 －

売上債権の増減額（△は増加） 403 190

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,248 △640

仕入債務の増減額（△は減少） △407 521

有形固定資産除却損 12 23

有形固定資産売却損益（△は益） △1 －

その他 △125 41

小計 1,913 1,200

利息及び配当金の受取額 16 13

利息の支払額 △2 △1

法人税等の支払額 △371 △210

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,556 1,003

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △147 △740

有形固定資産の売却による収入 1 －

無形固定資産の取得による支出 △2 △1

投資有価証券の売却による収入 30 －

敷金及び保証金の差入による支出 △73 △15

事業譲渡による収入 112 －

その他の収入 122 118

その他の支出 △18 △16

投資活動によるキャッシュ・フロー 25 △655

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 119 －

長期借入金の返済による支出 △11 △25

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △135 △85

財務活動によるキャッシュ・フロー △28 △110

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,552 237

現金及び現金同等物の期首残高 4,494 5,021

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,047

※
 5,259
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間　（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。　

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

（四半期連結貸借対照表関係）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）の適用に伴い、前第２四半期連結会計期間において、「商品」として掲記されていたものは、当第２四半期連

結会計期間は「商品及び製品」として掲記しております。

　また、前第２四半期連結会計期間において、「原材料」と流動資産の「その他」に含めていた「貯蔵品」（31百万

円）は、当第２四半期連結会計期間は「原材料及び貯蔵品」と一括して掲記しております。なお、当第２四半期連結会

計期間に含まれる「原材料」「貯蔵品」は、それぞれ137百万円、36百万円であります。　

　前第２四半期連結会計期間において区分掲記しておりました「ソフトウエア」（前第２四半期連結会計期間末42百

万円、当第２四半期連結会計期間末58百万円）及び「その他」（前第２四半期連結会計期間末16百万円、当第２四半

期連結会計期間末16百万円）は、重要性が低下したため、当第２四半期連結会計期間では「無形固定資産」として表

示しております。

　前第２四半期連結会計期間において区分掲記しておりました「敷金及び保証金」（前第２四半期連結会計期間末

877百万円、当第２四半期連結会計期間末784百万円）は、重要性が低下したため、当第２四半期連結会計期間では投資

その他の資産の「その他」に含めております。

　

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

一般債権の貸倒見積高の算定

方法

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著

しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見

積高を算定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間　（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間　（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※有形固定資産の減価償却累計額は、3,248百万円でありま

す。

※有形固定資産の減価償却累計額は、3,051百万円でありま

す。

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

販売諸掛 346百万円

広告宣伝費 329 

貸倒引当金繰入額 3 

役員報酬 153 

給与手当 1,009 

賞与引当金繰入額 158 

減価償却費 219 

租税公課 172 

賃借料 367 

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

販売諸掛 276百万円

広告宣伝費 212 

貸倒引当金繰入額 － 

役員報酬 150 

給与手当 948 

賞与引当金繰入額 91 

減価償却費 263 

租税公課 151 

賃借料 347 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

販売諸掛 179百万円

広告宣伝費 162 

貸倒引当金繰入額 3 

役員報酬 81 

給与手当 481 

賞与引当金繰入額 82 

減価償却費 117 

租税公課 25 

賃借料 182 

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

販売諸掛 140百万円

広告宣伝費 107 

貸倒引当金繰入額 － 

役員報酬 73 

給与手当 470 

賞与引当金繰入額 58 

減価償却費 134 

租税公課 45 

賃借料 166 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

現金及び預金勘定 6,152百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △210 

公社債投資信託（マネー・マネージ

メント・ファンド及びフリーファイ

ナンシャルファンド）

111

 

保険料預り金に対応する普通預金 △6 

現金及び現金同等物 6,047百万円

　

（平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定 5,258百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △210 

公社債投資信託（フリーファイナン

シャルファンド）

10
 

社債 200 

保険料預り金に対応する普通預金 － 

現金及び現金同等物 5,259百万円

　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  23,063千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  5,908千株

３．新株予約権等に関する事項

　　ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　 提出会社　67百万円

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年５月21日

取締役会
普通株式 85 5円00銭 平成21年３月31日 平成21年６月25日利益剰余金

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年11月12日

取締役会
普通株式 85　　 5円00銭 平成21年９月30日 平成21年12月10日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）ならびに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至

　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　当社グループは、自動車関連事業を１セグメントとしており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項は

ありません。

【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）ならびに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至

　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）ならびに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至

　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

（デリバティブ取引関係）

　対象物の種類が通貨及び金利であるデリバティブ取引は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　　 　10百万円

２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

 平成21年ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数
 当社取締役 ７名

 当社子会社の取締役及び執行役員　３名

 株式の種類別のストック・オプションの付与数  普通株式　43,000株

 付与日  平成21年７月31日

 権利確定条件
 付与日（平成21年７月31日）以降、権利確定日（平成21

年８月１日）まで継続して勤務していること。

 対象勤務期間  自平成21年７月31日　至平成21年８月１日

 権利行使期間  自平成21年８月１日　至平成51年７月31日

 権利行使価格（円） 　1

 付与日における公正な評価単価（円） 235

　

EDINET提出書類

株式会社ケーユーホールディングス(E02714)

四半期報告書

24/30



（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,234.65円 １株当たり純資産額 1,214.76円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 17.98円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
17.93円

１株当たり四半期純利益金額 23.40円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
23.27円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 326 401

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 326 401

期中平均株式数（千株） 18,136 17,154

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 42 94

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 8.85円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
8.82円

１株当たり四半期純利益金額 14.66円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
14.57円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 160 251

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 160 251

期中平均株式数（千株） 18,135 17,154

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 49 108

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－　　　 －

　

EDINET提出書類

株式会社ケーユーホールディングス(E02714)

四半期報告書

26/30



（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リース取引開

始日が平成20年３月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、

当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。

２【その他】

平成21年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

中間配当による配当金の総額　　　　　　       85百万円

１株当たりの金額　　　　　　　　　　　       ５円00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日　　平成21年12月10日

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月13日

株式会社ケーユーホールディングス

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 磯貝　和敏　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山口　直志　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 内野　福道　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ケーユー

ホールディングスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７

月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ケーユーホールディングス及び連結子会社の平成20年９月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月13日

株式会社ケーユーホールディングス

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 磯貝　和敏　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山口　直志　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 内野　福道　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ケーユー

ホールディングスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７

月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ケーユーホールディングス及び連結子会社の平成21年９月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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